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ための、2026年度政府予算に係 る意見書の提出を求める請願書
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1 請願 の趣 旨
「公 立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関す る法律の一部

を改正す る法律」の2021年施行 によ り、公立小学校の全学年で学級編制基準が

35人 に段階的 に引き下げ られま した。 また、「公立の義務教育諸学校等の給与等

に関す る特別措置法」の一部改正 (2025年 7月 )に より、附則 に2026年度か ら中
学校で も段階的に35人 に引き下げ られ ることが盛 り込まれま したが、高等学校

での早期 引き下げも望まれています。岩手県においては、国に先 だつて2019年

度か ら公 立のすべての小 。中学校 は35人 の学級編制 とな りま したが、高等学校

の学級編制基準は未だ40人 のままであ り、引き下げには至つていません。

2024年 4月 4日 公表の文部科学省 による教員勤務実態調査 (2022年度 )集 計
【確定値 】では、時間外在校等時間の月平均が 「公立学校 の教師の勤務時間の

上限に関す るガイ ドライ ン」 (文科省指針 )が 示す上限の45時 間を超 えている教
員が小学校で約 65%、 中学校で約 77%、 過労死 ライン (80時 間)を 越 える教員
が、小学校 で約 14%、 中学校で約 37%に 上 ります。 2016年 度調査 と比較す る
と、平 日の在校等時間は減少 したものの、 自宅等へ持ち帰っての業務時間が増

加 してお り、大 きく改善 された とは言 えず、子 どもたちに向き合 うための十分

な時間確保 は困難な状況です。それ どころか、精神疾患による休職者 の数は増

加 の一途 をた どり、更に、病休者や産育休者 の代替が見つか らず 、未配置状況

が慢性化 しています。子 どもたちの多様化が一層進展す るな どの状況下におい

て、貧困・ い じめ・不登校・ヤ ングケア ラー・性の不一致・保護者への対応な

ど、学校現場 で解決すべ き課題 もまた多様化 していることが、教職員の長時間

労働 に拍車 をかけている状況です。 ゆたかな学びや学校の働 き方改革を実現す

るためには、 さらなる学級編制基準の引 き下げ、少人数学級 を実現す るととも

に、加配教員 の増員や少数職種の配置増 な ど教職員定数改善が不可欠です。

全国を見 る と、 自治体 によつては独 自財源で人的措置等 を行 っている自治体

もあ りますが、岩手県では県単独予算 に よる教員配置は講 じられ ていないな

ど、 自治体の財政状況によ り義務教育に格差が生 じています。子 どもたちが全

国の どこに住 んでいて も、一定水準の教育 を受 け られ ることが憲法上の要請で

す。義務教育 を保障す るため、国の責任 において定数改善を含 めた地方 自治体

の教育予算の確保は不可欠です。

こ うした観 点か ら、 2026年 度政府予算編成 において下記事項 が実現 され るよ

う、地方 自治法第 99条 の規定にもとづき国の関係機 関への意見書提 出を請願い

た します。
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(1)

(2)

請願事項

さらなる学級編制基準の引き下げ等、少人数学級 について検討す ること。

学校の働 き方改革・長時間労働是正 を実現す るため、教職員 の増員や少数

職種の配置増 な ど教職員定数改善 を推進す ること。

自治体で国の標準を下回る 「学級編制基準の弾力的運用」の実施ができる

よ う加配定数の削減 は行わない こと。

教育の機会均等 と水準の維持 向上 をはか るため、地方財源 における教育予

算の確保 を国の責任 において行 うこと。

(3)

(4)

3 要請先
衆議院議長

参議院議長

内閣総理大 臣

財務大臣

総務大臣

文部科学大 臣


